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第１３回流山市全市コミュニティ推進委員会会議録要旨 

 

１  日   時  平成２３年８月１８日（木） 午後２時 

 

２  場   所  流山市役所第２庁舎３０４会議室 

 

３  出席委員  相川 征治 委 員 長、狼  正久 副委員長 

関谷  昇  委  員、梅谷 秀治 委 員 

河村 栄夫 委 員、小泉 尚子 委 員 

染野 智司 委  員、野路 烝一 委 員、 

高市 正高 委 員、倉田 繁夫 委 員 

         

４  事務局職員 兼子 潤一  コミュニティ課長 

        高橋 とし子 コミュニティ課長補佐 

        須郷 和彦  コミュニティ係長 

 

５  協議事項  （１）地域まちづくり協議会に関するパンフレット 

 について 

（２）Ｑ＆Ａ作成の前提となる考え方について 

（３）モデル地区以外の推進について 

（４）その他 

 

６  協議状況  開  会  午後 ２時０２分 

閉 会 午後 ４時５５分 
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Ⅰ．事務局からの報告  
 （１）研修会について  
   ・ファシリテーター育成研修  
      １月～２月の４回、江戸川大学サテライトにて予定。 

予算は２４万円。来年度あたりからは、流山ファシリ  
テータークラブを基に進めていきたい。  

 （２）その他  
   ・モデル地区の報告会と自治会（自治会長ではない）との意  

見交換会等を行いたい。モデル地区の進捗状況の報告と自  
治会との意見交換ということで、１２月３日土曜日午前中  
を考えている。  

  ＊委員からは、報告会については議論が必要であり、９月の段  
階でのモデル地区の状況をみてから決めた方がよいのでは  
ないかとの意見があったが、会場を押さえる都合上、１２月  
３日という一応の予定があるという説明がなされた。  

 
 
Ⅱ．モデル地区の報告と検討  
（１）流山小学校区まちづくり協議会  
 （梅谷委員からの報告）  

【流山商工会議所との打ち合わせについて】  
･ ８月９日午後５時から行い、商工会議所会頭ほか専務理事、

事務局員、まちづくり協議会からはほとんどの役員が出席し

た。  
･ あらためてまちづくり協議会の説明をして、８月２７日の耐

震、防災の研修会、９月３日の法話、史跡ガイドの講演、来

年４月のフィエスタ（（仮称）流山スプリングフィエスタ－

菜の花まつり－）への協力のお願いをした。  
･ 事務局としての場所や人についての協力を仰いでいたが、流

山商工会議所１階ロビーをまちづくり協議会に土日開放す

ることにはなったが、事務局を置くことについては合意に達

していない。フィエスタの実行委員会を商工会議所におくこ
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とは合意している。  
･ 商工会議所としての本町地区の振興とまちづくり協議会の

取り組みの目標が合致しており、協力体制でやることでまと

まっている。  
･ ８月末、９月の事業に向けて準備を進めている状況である。 
･ 協議会の課題としては、事務局と広報体制についての２つが

大きな課題である。  
 
（２）新川まちづくり協議会  
 （染野委員からの報告）  

･ 月次報告は自動的に出してもらいたい。  

全市コミュニティ推進委員会に間に合うように作成しているとのことだが、 

今回については届いておらず配布されなかった。 

･ 子ども向けのプロジェクトが進んでいる。  
①野草採集の会  
②８月２０日（土）トンボ教室  
③９月に稲刈り体験  

･ 地域の課題・お宝発見プロジェクトは、９つのチーム、団体

が小学校区内の課題・お宝を発見して９月にまとめる。  
･ 新川まちづくり協議会の現時点での課題としては、情報をど

うやって流すかということと全自治会をまだカバーしきれ

ていないことがある。  
通信は毎月１日発行で作り回覧するが、自治会によって回覧にかかる日数がま 

ちまちであることから、８月１日号には８月下旬のプロジェクトしか載せられ  

ない。例えば、８月下旬のトンボ教室は載せられるが、８月上旬のホタル観賞 

会は載せられない。 

 
（３）委員会での検討・確認事項  

①流山小学校区まちづくり協議会の事務局について  
･ まちづくり協議会としては、商工会議所に機能も場所も借り

たいが、協議会の事務局については難しい。フィエスタの実

行委員会は商工会議所内に置かれる。  
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 ②事務局は運営委員全員ということではなく、秋谷氏と青野氏で  
ある。役員の役割は決まっているが起点となる場所がない。  

 ③フィエスタの資金集めが必要なのではないか。  
･ 商工会議所としても非常に関心があり、原価１０円、２０円

のものを６～７０円程度で販売するなど、基本的にお金のか

からない仕組みづくりにしていくという見解である。トータ

ルで３００万円を考えている。  
 ④フィエスタは協議会の事業で、商工会議所のものではないのか。 

･ 商工会議所には、本町地区の振興という課題の克服にフィエ

スタが有効であるという考えがあり、共催となっている。  
･ まちづくり協議会の運営委員のフィエスタという企画が通

り、協議会が主体となって、市の商工課や商工会議所を巻き

込んで行っていくということである。  
･ 協議会が中心になるが、実行委員会について商工課や商工会

議所とどうするかということはまだ明確にはなっていない。 
･ リーダーシップはまちづくり協議会がとるが、具体的なこと

についてはこれからである。商工会議所の力を借りると言う

理解である。  
  ⑤事務所については、新川地区も実質公民館を使っているが、事  

務局にはできないので、両地区共通の課題である。  
 
 
Ⅲ．地域まちづくり協議会に関するパンフレットについて  
（１）パンフレットについての説明（染野委員）  

･ 流山市で発行する。  
･ Ａ３両面、２色２つ折りの形とする。  
･ 字の大きさやイラストについては今後検討する。  
･ Ｑ＆Ａ形式で地域まちづくり協議会について説明していく。  

Ｐ．１  
①なぜ「地域まちづくり協議会」構想が必要なのですか？  
 「地域まちづくり協議会構想は、これまでのコミュニティ  

活動と共に、課題の広域化、多様化などに対応する新しい  
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枠組みとして用意されたものです」と最後の２行で必要性  
を説いた。  

  Ｐ．２  
  ②地域まちづくり協議会とはどのようなものですか？  
   こういう団体や個人が参加してこういうことをするという  

ことと市との関係についても説明している。  
  ③地域まちづくり協議会に期待する事業とは具体的にどのよ  

うなものですか？  
自治会がやっていることから、もっと情報交換をして、レベ  
ルが上がることがあり得るのではないかということと、一

例としてはもうやっているということとは違うことを挙げ

た。  
  Ｐ．３  

  ④地域まちづくり協議会はどのように運営されるのですか？  
   （読み上げ）  
  ⑤地域まちづくり協議会は、すでに活動中の団体とはどのよ  
   うな関係になりますか？  
   以前は屋上屋をつくらないといった否定的な表現であった  
 が、前向きな表現に変えた。  
  Ｐ．４  
  ⑥「地域まちづくり協議会」構想を今後どのように進めて行  
   きますか？  
   終わりの３行については検討をお願いしたい。  
  ⑦「地域まちづくり協議会」構想は、流山市独自の施策です  

か？  
 

･ パンフレット記載内容および地域まちづくり協議会に関する

質問、意見等の窓口はコミュニティ課とした。  
･ 内容については以上だが、長いのでもう少し短くする。  
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（２）パンフレットについての検討  
･ 将来像も描かれており内容的には良いのではないか。  
･ 共感を得るためにはやわらかい表現で理解を得ることが重要

である。  
･ 市民が見てわかりやすい、読みやすいものにしたい。  
･ ２ページに「市の公助」とあるが、広く市民に向けて出すこ

とを考えると、「市にやってもらうこと」といった表現の方が

よいのではないか。  
･ 表現については、自治会等に読んでもらうのであればこのま

まではない方がよい。（染野委員）  
 

地域分権について  
･ 自治基本条例では「市民自治」までは使っているが、「地域分

権」という言葉は使っていない。将来的には使うかもしれな

いが、現在は謳っていないのでどうか。（兼子コミュニティ課長） 
･ 将来的にはよい構想だと思うが、現状としては非常に重要な

ところである。  
･ 地域分権については市長も意見交換会の中でできるところか

らやっていく、検証しながら進めていくということで、理解

されていると思ったので謳ってもよいと考えるが、庁内で認

められていないのであればそれなりの手続等が必要になるの

ではないか。  
･ 市長もマニフェストには載せているが、地域分権は流山市と

してはまだ早いという見解だと考える。ここで載せているの

は一般的にということである。  
･ 「流山市は」ということで作成しているので、懸念事項につ

いてはクリアしなくてはならない。  
･ 「平成１２年の地方分権改革の流れを汲んで進めている市民

自治と地域分権施策の一環として」とあるが、このことは前

期総合計画に入っているので、特に地域分権については謳わ

なくてもよい。  
･ 文章の流れとしては、１ページ□内２行目に「地方分権の流
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れに沿った市民自治、地方分権推進施策の一つとして」とあ

るが、Ｑ＆Ａ作成の前提となる考え方の２（５）流山市の対

応の説明にある「平成１２年の地方分権改革の流れを汲んで

進めている市民自治推進と地域分権施策の一環として」とい

う流れで、「地方分権改革の流れに沿った市民自治推進と地域

分権施策の一つとして」という表現の方がよいのではないか。 
 

その他の表現について   
･ １ページのアンサーの５行目以下「しかしながら～」につい

て、課題が並んでいるが、「～ならない課題や、高齢者移動支

援や子育て支援など少子高齢化や生活様式の多様化などに対

する課題、ＮＰＯや市民団体などの～課題も指摘され始めて

います」とした方が流れとしてはよいのではないか。  
･ １ページ目のアンサーの中だけで「課題」が７回も使われて

いるので、その辺は直さなくてはならない。  
 

･ 「行財政」ではなくて「行政」で十分ではないか。  
･ 「お金」が足りないとか無いということはどこかで言わなく

てはいけないが、ストレートには言えないので行財政とすべ

きである。  
･ 一般的に行政といえば「お金」も含まれる。  
･ 自治会の中で行政というと政策を指し、市にお金がないから

というような市に対する思いやりはない。建物の建て替えや

耐震の問題等でお金がかかるということはあまり認識してい

ない。  
 
庁内でパンフレットの内容について了解を得るにあたり、言葉の

問題等何もなければそんなに時間はかからないが、地域分権の話

を入れると、カットするかどうかという話となり２週間程度時間

が必要になる。（兼子コミュニティ課長）  
 
逆算すると、９月初旬には庁内に回してもらわなくてはならない
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ので、本日ある程度出さなくてはならない。誤解や不足している

ところ、言い過ぎの部分について出してもらいたい。（染野委員） 
 

【関谷先生からのアドバイス】  
  １ページ目の「なぜ、「地域まちづくり協議会」構想が必要な

のですか？」というところですけれども、基本的な趣旨はこれで

よいと思いますが、表現上、もっとわかりやすくできると思いま

す。原案ですと、７０年代からコミュニティ活動を重視してきて、

地縁活動が想定されていると思うのですが、前に進めない。その

一方で、いろいろな課題も出てきて、ＮＰＯも出てきたという流

れから、「地域まちづくり協議会」をクローズアップさせるとす

るならば、一方では地縁活動、自治会活動というものがかなり長

きに渡って定着してきたということが１つと、もう１つは、ＮＰ

Ｏとか市民活動とかボランティアというものが並行してでてき

たという、この２つが前提となり、押さえておくべきことですね。 
その結果、それぞれがそれぞれにいろいろな課題に向けて取組

を行っているというのが現状です。この現状をまず踏まえた上で、

「なぜ地域まちづくり協議会なのか」という流れにしていくわけ

です。では、「なぜ地域まちづくり協議会が必要なのか」という

と、地縁活動とかＮＰＯ活動、それぞれが単独でいろいろな取組

をしているが、単独では解決が難しくなってきた課題というもの

が出てきているということです。それはここに書いてあるような

災害に対してとは、単独では解決できない典型的な事例です。そ

れぞれがこれまでやってきているような活動形態とか活動単位

だけでは、対応しきれないような課題が、かなり、今、出てきて

いるのだということが１番のポイントです。ここをクリアに示せ

るかどうか。そして、だからこそ、いろいろな団体を横につなげ

るような形でその課題に取り組んでいかなければいけないとい

うことが１つ目だと思います。  
もう１つは、ここに書かれているように、行政だけで対応して

いくことが難しくなっている。市民が協力してやっていかなくて

はいけないような状況になっているということが２つ目です。単
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独では解決できないような課題というものがいろいろな形で出

てきているということを押さえた上で、そういう団体同士の横の

つながり、もう少し幅広い形で協力して対応していくように形を

整えていく必要があるのではないかということが１つ目です。行

財政だけに委ねるということは難しいということが２つ目です。

こういう２つの背景があって、こういうまちづくり協議会という

ものが大きな課題としているのだとまとめるとわかりやすいの

ではないかということが１つです。  
それから、「地域分権化」という言葉ですが、おそらく「地域

分権化」という言葉は、行政はあまり使いたくない言葉です。な

ぜならば、行政が持っている権限を分割するという話ですから、

行政にとってみると耳の痛い話ですね。私は、これは理解として

は、地方分権の流れの中で、国よりも地方自治体、市町村自治体、

基礎自治体という、事実上国の権限、財源というものを地方に分

割していく、委譲していくということが地方分権の流れです。そ

の流れの中で、市全体を考えた時にも、例えば市役所が、首長が、

そういう権限というものを独占していた方がよいのか、もっと課

題に近い地域とか住民にある程度の自由を与えて、自由に統治し

ていける関係にしていく、これがもっとも課題解決に即している。

この一連の流れのポイントというのは、より身近なところで課題

に取り組むべきということであり、国よりも市町村の方が課題に

近いし、それに対応できる知識等も持っている。それを今度は地

方自治体の枠にあてはめれば、市全体としてやるよりも、何々地

区ではこういうことがあるというふうに、より課題に近いところ

で課題解決を図るということが地域分権の基本的な考え方です。 
そういうことを踏まえた時に、今自治体が大きく分かれていて、

地方分権まではよいが、それ以上はちょっと躊躇してしまうとい

うところが比較的多いです。それはやはり、行政がもっている権

限というものを分割してしまうということになり、この地域分権

が進んでいけば当然議会も反発してしまう。議会は当然のことな

がら、自分たちが決定権限をもっているわけですから、その決定

権限というものが、もし今後のこういう流れの中で分割されてい
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くようなことになってしまうことは十分あるということで、おそ

らく、今後これを進めていくとすれば、反発されるのは必須の流

れです。そこをどう判断していくのかということが今の部分の問

題です。それを踏まえた上で、地域分権化というものをどういう

ふうに考えていくか。権限というものも、議会とか行政が独占す

るのではなくて、もっと地域に分割して市民が自由にやれるよう

に、そういう度合いを高めていくべきだということにウエイトを

おくのであれば、「地域分権化」という言葉を使ったほうがよい。

そうではなくて、もちろんそういう意味合いもあるけれども、も

っと地域の自立の度合いを高めていくというところにウエイト

をおいて考えていくのであれば「地域の自立化」という言葉をつ

かう。この辺は、どういうところに重点をおくか。今申し上げた

「地域分権化」と「地域の自立化」というのは、密接不可分です。

ですから、いずれにしても両方通るということにはなっていくと

思うのですが、各方面の合意形成をしていく時にどこから入って

いった方がよりスムーズに物事が進んでいくのかが配慮されな

ければならない。例えば大阪の池田市などは、地域分権の条例ま

でつくり、非常に分権というところにウエイトをおいたまちづく

り、コミュニティづくりをやっています。もちろんそこまでいっ

ていない自治体の方が圧倒的に多いのですが、それが１つの判断

のしどころです。「分権」という言葉でいいと思いますが、それ

は少し反発を招きやすいという配慮をするならば地域の地域づ

くりということで、地域で自分たちの問題は自分たちで可能な部

分は解決していくということに重きをおいた考え方を示せるか。

ここは少し皆さんのご意見を伺いたいところですけれども、要す

るにどちらでも可能です。  
 
 
【関谷先生への質問】  
①先生から２つのポイントが示されたが、地縁とＮＰＯ等が横につ  

ながらなくてはならないことはよいが、今まで地縁でやってきた

ところの「地」が狭すぎたので、もっと広く考えていく必要があ
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るので広域化、そして、地縁やＮＰＯが単独ではできないので手

を取り合うという対応化ということの３つになるのではないか。

特に地縁の広がりについては触れたいと考えるがいかがか。  
 
（関谷先生）  

地縁とＮＰＯが単独で対応していくことが難しくなっている

ことの説明の中で、先ほど言った横のつながりに絡めて、地縁と

しての領域を広げて考えないといけない。  
 

②自治会を一生懸命やっている人間は隣の自治会のこともやらな  
いといけないという意識とＮＰＯを上手に使った方がよいとい

う意識と両方あるので、分けて言った方がわかりやすいのではな

いか。  
 
（関谷先生）  

単独では対応できない課題が出てきているということを踏ま  
えた上で、一方では地縁の幅を広げていく。もう一つはＮＰＯと

かと連携した横のつながりを作っていくという、その２本柱でよ

い。  
 
③行政だけでは対応しきれないことへの市民の参加を具体的に言  

いたいが、どういうことか。「行財政へ委ねるだけでは難しいの

も現状です」としており、行政ができないから市民がやれという

ことは寂しいことになる。  
 
（関谷先生）  

もっと広い目で見て、少子高齢化が進んでいく、高齢者が占め  
る割合が増えていく、生産年齢というのはどんどん減っていくと

いうことで、従来のような税金の使い方というのは、とにかくで

きなくなってしまう。これは行政が努力して云々ということの問

題よりも、物理的に不可能になってくる。そのくらい少子高齢化

というものが根本的な問題として受け止められなければいけな

いということです。  
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④高齢化なので税金の問題というのは１つ理解できるが、高齢化に  
なっているから行政ができないから皆でやれといっても、皆が高

齢化しているのでできないという感覚があるので、そこのところ

をどうするか。また、読む人の立場からすると中長期的なことで

はなく、日常レベルで考えなくてはならない。今のままでは大変

だ、では誰がやるのだというところに訴えかけたいのでどのよう

にしたらよいか。  
 
（関谷先生）  

どんどん支援が必要な高齢者が増えてきてしまうということ、 
税収というのはどんどん減っていってしまうということで、それ

をどういうふうにカバーしていかなくてはいけないか。  
高齢者の占める割合がどんどん増えていく中で、どうやって支  

え合っていけるのかということを、今のうちから一歩一歩進めて

おかないと、大変なことになってしまうということをストレート

に表現してもよいかもしれません。確かに日常の感覚の中でとい

うことはあると思いますけれども、それは先ほどの１つ目のとこ

ろですね。ＮＰＯとか地縁とかの広がりだとか連携というところ

が１つ。もう１つは、今を見据えるだけではなくて、これからと

いうことを見据えた時に今から始めておかないと間に合わない

のだということを訴えることはあり得る。  
 
そんなことはその時に考えればよいという強烈な反対意見が出る

であろうこと、このパンフレットを読み、説明する時に「市だけで

は」ということをどのように言ったらよいかという意見が出た。市

の肩替りをするのではなく、われわれがやればもっとよくできると

いった前向きの表現にすること、「単独ではできない」ではなくて、

手を結べばもっと効果的だということを言うようにするという意

見が出された。  
 
⑤地域分権化で、より身近なところで課題に取り組むことが大切で  

あるというのはよいが、より身近というのは自治会であり地縁で
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あるという認識なので、より身近ということで地域まちづくり協

議会をつくるというと、屋上屋ではないかという話になり微妙な

ところである。  
 
（関谷先生）  

とにかく自治会であれば自治会でカバーできるという認識が、 
どこへ行っても圧倒的に強い。だから、最初にそれだけでは済ま

ない課題がどれだけでてきているのだということを強烈に訴え

かけられるかによると思うのです。だから単独でやるという意識

を、それは無理なのだと頭ごなしに言ってもなかなか理解は得ら

れないと思うのですが、それはそれで現段階ではいたしかたない

ということにしますが、とにかく自治会が単独でカバーしていけ

ることを越えた問題がいろいろな形で出てきているのだという

ことを、最初の部分で強烈に示せるかどうかによるのです。  
 
⑥行政だけでは対応しきれないから地域分権化ということをあま  

りにも明確に言ってしまうと、話がだんだんとこじれてくること

があるので、「こういう課題があるから、手を結ぶことが大切だ」

ということだけに絞る形で説明している。  
地域分権化についての思いはあるが、地域の自立化は必ず通る段  
階だということであれば、地域の自立化くらいにしておくのがよ

いのではないか。  
 
（関谷先生）  

自立を求めていけば分権化になっていくという話で、いきなり  
分権化といって、仮にそこに権限を与えたとしても、どれくらい

回ってくるのかということになる。  
 
⑦身近な問題を自分たちで取り組んでいくことが地域の自立化だ  

ということであれば、自治会をもっと強くしろということになっ

てしまう。分権であれば自治会だけではとてもということになる

ので、地域まちづくり協議会に結びつくのではないか。  
「自立化」という言葉を使うとすれば、なぜ自立化かということ
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をいわなくてはならない。自立化ということは、自治会が地域と

して自立していくことであるが、分権というのは市が分権してく

れることである。自立化と分権化は表現が違ってくる。  
 
（関谷先生）  

そこはもっと噛み砕いていかないとなかなか理解は得られな  
い。確かに行政がやることに限界があるという言い方だと、行政

でできないからこちらに振ってくるのかという批判は必ず出て

くると思いますから、そこはどういう表現にするかだと思います。 
  先ほどいった、より問題に近いところから考えるということは

分権化の一貫した考え方なので、これを本当に突き詰めていけば

問題を抱えている当事者に接近していくということなのです。接

近すると、例えば、ひとり暮らしをしている高齢者の方の支援の

あり方は、その人その人によって全然違うのです。でも行政とし

ては一律的な対応しかできない。だから、その当事者に接近して

いくということは、もっと違った支援、もっとその本人が望む支

援を作り出していかなくてはいけないということなのです。だか

らそういうことを考えていった時に、団体単独でそれをやってい

くのは厳しくなってくる。それと、本人に、その問題を抱えてい

る当事者に接近していけばいくほど、その本人に即した支援が必

要であり、その本人に即した支援を作り出していくということは、

どこかの団体が単独でやっていればよいということではなくな

ってくるのです。そこをうまく表現できるかどうか。だから行政

がどこまでやれるかやれないかという問題は、つきまといますが、

とにかく問題を抱えている当事者に即した支援というものを作

り出していくということを考えていく時に、何が必要なのか。そ

の当事者、その人の置かれた環境とか、その人が持っている問題

とか、価値観とか、そういうもの全部によって求めていくものが

変わってくるのです。それに即した対応をしていくことは、とて

もじゃないけれど行政だけでも、それから地域団体単独でもカバ

ーしていけない。それをやはり、いろいろな支援というものをか

き集めて来て、多様な形でそれを支援、カバーしていくというこ
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とをしていかないといけないと思います。そういうことが求めら

れているという説明の仕方はあると思います。  
  だから、地域の自立性にしても、分権にしても、そこのところ

が一番のポイントだと思います。当事者に接近していくというこ

とですね。接近しなければ行政が一律的に対応しているだけで済

んでしまう。でも、この市民参加とか協働とか地域づくりという

のは、やはりそれだけでは不足してしまう。もっと問題を抱えて

いる当事者に近づいて、その声を聞こう、一緒に話し合いをしよ

う、何を必要とされているのかを皆で議論しよう、こういうプロ

セスがあるのです。そういうことの中で、こういうことも必要と

されている、こういうことも必要とされている、今度はこういう

ふうにと、本人に即すというのはそれだけいっぱい出てくること

ですから、それに対応できる環境を整えていく、その一環として、

この地域まちづくり協議会づくりがあるのだというイメージが

あるのです。  
  だからきめ細やかな対応ということです。これが、やはり今後

問われてくる。行政というのは必要最低限のことしかしないし、

できないのですから、それ以上のことというのは、自分たちで作

り出していくしかないわけです。そういうことをどう考えていく

か。  
 
パンフレット案２ページについて   
（関谷先生）  

「小学校区に関係する団体が平等の立場で参加し、それぞれの

専門性を活かしながらお互いに尊重し、～」ここが一番のポイン

トになるでしょうし、とにかくいろいろな問題点を共有していく

ということはぜひ訴えていただけるといいのかなと思います。何

をやっていくといった時に、問題を共有されないうちにああしま

しょう、こうしましょうと話し合ったとしても、まず前に進まな

い。だから問題を共有していくということが、こういう横のつな

がりとか地縁の枠を広げていくということを考える時の１つの

出発点になるということをうまく描き出せると良いと思います。 
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問題の共有、より厳密に言えば、問題という言葉と課題という  

言葉は分けた方が良いと思います。つまり問題はいろいろある、

その問題を解決するためにこういう課題設定をする。課題設定の

仕方が実は大事であり、問題と課題がどうつながるかということ

が、実は行政の問題としても地域の問題としてもかなり大事なこ

となので、もし現実に謳うのであれば、その辺はちょっと意識を

されたほうがいいかもしれません。  
それから、「市の公助に委ねたりしますが」という部分があり  

ましたが、これは問題を共有する、課題設定を自分たちなりにや

っていく、いろいろな協議をする、そういうことの中から、一方

では自分たちで協力してやっていくという部分と、それから他方

では市と協働してやっていくという、これは公助を含めてですが、

その両方が、今申し上げたような問題の共有、課題の設定、いろ

いろな幅広い協議というプロセスの中から出てくるという表現

にした方がいいかと思います。「市の公助に委ねたりしますが、

行政の一部を肩代わりしたり、出先機関等の役割は果たしませ

ん」というのは、ややネガティブな印象を受けてしまって、その

問題を共有するというところから始まるプロセスの中で、自分た

ちなりに見極めていくのだということでしょう。  
最後の段落の「地域の範囲を原則小学校区としたのは、～」と  

いうところについては、「日常の生活感覚を一緒に持てる」まさ

にここがポイントであり、こういう会議で地域の問題というもの

を共有するというところから始まるのだということをうまく謳

えれば、この部分は良いのではないかと思います。  
 
⑧「市の公助に委ねる」という表現について、一般の人が読むの  

だから「市に解決を求める」のほうがよいという意見があった。

それに対し、啓蒙していくという意味があるならば、「市の解決」

が「公助」であることを植え付けるという意味もあるとの意見が

出されたが、勉強のためのパンフレットではなく、説得のための

ものだとの意見があった。  
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（関谷先生）  
表現としては、あまり違いはないと思いますが、「市の公助に

委ねる」というと、多分ちょっとわかりづらいかもしれないです。 
 考え方としては共助に特化してしまうのも可能だと思います。 
つまり公助というのは、別に地域まちづくり協議会だけではなく

て、ＮＰＯの視点からも支援の視点からも全部公助の必要性とい

うものが出てくるのです。それは陳情という場合で出てくるかも

しれないし、いろいろな働きかけということもあるかもしれない

ですが、他でもなされているようなことも、地域まちづくり協議

会で謳うということをした方が良いのか、それとも、そういうこ

とも含まれるけれども、説明文書ではあえてそこまでは書かない

で、しかし一方で「地域まちづくり協議会はどのようなものです

か？」ということですから、共助ということも強力に進めていく

媒体なのだということをもちろん謳ったほうがすっきりするか

もしれない。  
 
⑨その時に「共助」という言葉を使うかどうかというレベルの話で

ある。ここでは、問題を共有し、課題を設定し、自分で解決する

か、市と協働するかということを自分たちなりに見極めるという

ような事業であるということを、もう少し明確にするということ

である。  
 
（関谷先生）  

期待する事業が具体的にどんなものかというのも挙げてもい  
いかと思いますが、震災に関するような広域的な取組だとか、先

ほど申し上げたような当事者とか本人に即したきめ細やかなケ

アをしていくということも、ここに少し盛り込んでもいいかもし

れません。あるいはさらに近年増えていますのは、流山市内部の

話だけではなくて、例えば東京の人たちとか、あるいは千葉県内

でももっと九十九里だとか房総とかの人たちとの交流というの

は、地域めぐりで結構広がっていることがあります。例えば最近

の流行りは農作業体験だとか、例えば、土すらないようなところ
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の住民を招いて交流するとか、あるいはいろいろな体験型観光と

いうことも行われております。そういう、とにかく自治体とか地

域の枠を超えた人の行き交いということも、ここに入れておくと

いいかと思います。それは結局単独ではできないから、いろいろ

な人たちが協力してやっていかなければできないことです。  
 
⑩高齢者のサポートケアという言葉はあるか。（ない。サポートと  

ケアということではないか。）  
昨今「地域包括ケア」という言葉が医療関係や介護関係から出始

めており、医療や介護、地域が一体となって、老人も子どもも住

めるまちにするという構想で国も認めて、規模としては５，００

０人くらいのものとしている。地域まちづくり協議会としてもそ

ういうことが大きな事業になるのではないか。今、「地域包括ケ

ア」という言葉を使うと何かとなるかもしれないが、意味はそう

いうことではないかということで、現実としてそういう流れがあ

るということを申し上げたい。  
 

「地域包括ケア」というのは、今ある介護に関するいろいろな制  
度やＮＰＯがやっている事業などから漏れること、制度上にない

ものを広く地域でやっていこうということであるから、サポート

でもよいのではないか。逆に言うのであれば、制度上にないとい

うことを入れれば、もっと明確になるのではないか。  
  具体例として、おおたかの森病院と自治会が提携して講演会を開いたりするが、複数 

の自治会になると講演会以上のことができることが挙げられた。 
 
（関谷先生）  

２ページのいろいろな事業ですが、もし可能であれば、先ほど  
出たように、自治会レベルだと講演会をやるに留まってしまうが、

これを地域まちづくり協議会レベルにすると、こういったことも

やれるというふうに羅列するのもいいですが、いくつかに絞って

みてやってみるといいかもしれません。  
 
⑪自治会レベルだと、もっとできるという話になってしまうのでは
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ないか。  
 
（関谷先生）  

できるところはもっとやってもらってよいが、そうではないと  
ころは逆にそういうことができるのだというふうに受け取って

もらえる。どこかで目に触れられるようなところにあればよい。

こういうことができるのだということがちょっとでも示されれ

ば良いと思います。  
 
パンフレット案３ページについて   
（関谷先生）  

運営のところ、３ページの上と下の両方に関わることですが、

いろいろな立場の人たちが相互に関わるというイメージですが、

それは別に対等ではあるが、別に横並びじゃなくてもいいという

ことを想定しておいたほうが良いと思います。ある種の円卓的な

ものを想定したとしても、意見は自由に出し合うという場ではあ

るわけですが、例えば事業によっては、これは自治会がリーダー

シップを発揮する、商工会がリーダーシップを発揮する、また地

区社協重視でやっていくというように、そういう強弱というか、

連携といっても、全部が全部横並びになるのではなくて、それぞ

れ得意なものがあるわけですから、得意なものを活かす場という

ニュアンスとか説明を、上か下かのどちらかにいれておくと、よ

り現実的かなということはあります。  
 
⑫関谷先生のご指摘は、２ページ、３ページのところで入れられる

が、３ページの下のところは、かなりダブってしまっている内容

である。また、ここで地区社協のことを入れるのは何か抵抗感が

あるか。  
 
（高市委員）  

地区社協だけではできない、地区社協同士ではできないことを  
地域まちづくり協議会がサポートするということであれば、別に

抵抗はないと思うが、むしろ３ページの上で「地域の特徴と事業
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の性格に応じた組織」とあるので、地区社協がやるべきことにつ

いては、こういうことをまちづくり協議会がサポートするという

ことをこちらで言い表したほうが、わかりやすいのではないか。 
 
地区社協とは言っているが、自治会と置き換えても構わない内容で

あるとの意見に対し、自治会でよいのではないかとの意見が出され

たが、助ける、サポートするということと、小学校区が重なってい

ることを考え、地区社協を借りて説明したほうが良いとの説明があ

った。  
 
パンフレット案４ページについて   
⑬４ページ目で、佐倉市の例がでているが、平成１９年から３つの  

協議会が認定されているとあるが、３つだけかという印象もある

のであまりよい例ではないのではないか。  
佐倉市は、協議会の認定を受けて、課題解決の提案に対して補助金が出されるとい

うことである。（１００万弱）佐倉は地域分権ではなく、まちづくり支援の一環である。  
 
（関谷先生）  

佐倉市は、福祉系のテーマは弱いが、防犯や見守りといったこ  
とはある。まちづくり協議会で、福祉を前面にだしていないとい

うことで、そのテーマを盛り込むのに制約があるというわけでは

ない。  
佐倉市をあげるのもいいですし、香取市は今年からこの制度を

全域に導入するということで条例が施行されました。今は水面下

で立ち上げを図っているところです。香取市は立ち上げ資金から

何から全部出すということで、動き始めていますから、多分佐倉

市よりも数は圧倒的にここ数年間で増えて、全域をカバーしてい

くことになるのかなというふうに思います。条例で「まちづくり

条例」を設定して、そのポイントは小学校区内にまちづくり協議

会を設置すると、ついては、立ち上げ支援と計画が提案された場

合にはそれに対する事業支援というものを行うと、それでまちづ

くり協議会制度に対して、地域担当職員制度というものをその中
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に謳って、兼務の形で、１つの小学校区あたりに、そのまちづく

り協議会あたりに５～６人の職員が張り付く形にされている。さ

らに、合併したので、合併前は４地区、旧、佐原、小見川、栗源、

山田の４地区に支援センターというものを作る。支援センターと

いうのは、例えば佐原区に１つ支援センターが出来て、そこに部

長級の職員の方が張り付くのです。それで何人かの専属職員も張

り付いて、その中にある各種まちづくりの支援を行う。そういう

体制も盛り込んだ上で、まちづくり条例というものを去年作って、

この春から施行させた。  
  まちづくり条例の中にも書き込まれていて、内容的にはこちら

のほうが面白いです。  
 
⑭４地区が合併したので条例が必要だったという背景ということ  

について、またいろいろ言う人がでてくるのではないか。  
 
（関谷先生）  

いろいろなパターンがあるので、例えばまちづくり協議会に近  
い形だと習志野市が、地区単位で計画を立てて、それを市長に対

して予算請求するという制度が習志野市にあり、これが本格的に

進んでいるのが、池田市とかですが、そういう予算提案するよう

な形で地域の協議会を活用していくというところもありますの

で、いろいろなパターンがあるということを最後に紹介しておい

ても、いいかもしれません。  
多分県内の事例のほうが、他のものよりは少し親近感が沸くか  

もしれませんね。それから松戸も、今制度づくりをやっている真

最中で、これも少し手伝っているのですが、松戸市長は地域自治

区を導入してやりたいと言っていたのですが、職員に猛反対され

て、今、少しトーンダウンしているところです。ただ、どういう

ふうな落とし所があるか分かりませんけれども、小学校区単位で

まちづくり協議会を作って、松戸が、今、売りにしようとしてい

ることは、地域サロンを作って、小学校区ごとにサロンを作って、

いろいろな人が集っていろいろな議論をしたり、こういうことを
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一緒にやろうという事業提案がラフに出るような、そういうサロ

ンを作るということを１つの売りにしようとしている。地域まち

づくり協議会という組織とラフに議論をしてまさに実行をして

いくような、そういう場としてのサロン、この２本柱の中で地域

づくりをやるというのが、今、松戸市で議論されていて、おそら

くそういう方向になると思うのですが、そういうところもありま

す。  
 
⑮いろいろなパターンがあり得るということを入れた方がよい。い  

ろいろなパターンとは、千葉県でも、佐倉市、香取市、習志野市

などがある。松戸市のことは載せてもよいか。  
 
（関谷先生）  

情報としては公開されていますから大丈夫です。それから、南

房総市も、ちょっと詳しく調べていないのですが、この協議会づ

くりをやっています。  
 
 
Ⅳ．長崎小学校区および小山小学校区についての報告（事務局より） 
（１）長崎小学校区について  

･ ８月３日（水）に第２コミュニティホーム運営委員会。  
･ 設立準備会を設置するということで、座長の関本氏、自治会

連合、地区社協の３つの大きな団体に自治会が入ってくる。  
それぞれの代表者等の８名のメンバーで設立準備会をつくり、

来年度に向けて申請したいというところである。  
 
（２）おおたかの森駅周辺について（含む小山小学校区）  

･ 小山小学校区というのではなく、おおたかの森駅周辺という

ことで、安心安全まちづくり協議会があり、県のモデル地区

連携モデル地区事業に応募したところ採用となった。平成２

３年度事業は防災関係を中心に事業展開をしていく予定であ

る。県より５００万円受け、防災とリーダー育成（ファシリ
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テーター）、子育て中のお母さんを中心にサポート体制を作っ

ていく（ＮＰＯ団体）等がある。  
･ 安心安全まちづくり協議会は、平成１７年度に発足した。東

神開発、ＵＲ都市機構、新都市ライフ、それぞれの企業が入

り、これからは安心安全のまちづくりが必要だということで、

最初は防犯パトロールや、皆が木陰で座れるといいというこ

とで「おおたかの森みんなのベンチ事業」等をやっていたこ

とが前身で、今、進んでいるという状況である。  
･ 取組の課題がますます増加しており、今後も継続していくと

いうことで、県の事業に応募したところ採用となった。  
･ 今後は市の提唱する地域まちづくり協議会が組織された際に

はさらに多くの利害関係者、自治会やマンションの管理組合

等を巻き込んでいきたいということで進めている。  
･ この地域については、字名変更ということもあり、各自治会

が分断されていくことになるので、まちづくり協議会の重要

性がかなり高まってくる状況である。  
･ 今後もこの事業を展開しながら、まちづくり協議会の発足を

目指して推進している状況下にある。  
 
･ 県の事業の申請書の中には地域まちづくり協議会についての

文言は入れている。  
･ 安心安全まちづくり協議会と地域まちづくり協議会は、並列

していく可能性と、将来地域まちづくり協議会にかわってい

くという可能性の両方がある。  
･ 安心安全まちづくり協議会は、座長が江戸川大学教授、副座

長はまちネット流山の江良氏である。  
･ 安心安全まちづくり協議会についての資料は次回配布する。  

 
 
 
Ⅴ．「ひとり暮らし・高齢者の見守り活動のこと」について  
（河村委員より報告）  
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資料：宮園における「ひとり暮らし・高齢者の見守り活動のこと」 
について  

･ ８月６日に名都野自治会で１６名集まり説明を受けた。自治

会長として非常に重要だと考えているのが、孤独死、高齢者

の見守りを地域としていかにやるかということ、さらに震災

等で助けを必要としている人をどうしていくかということで、

苦労している話等を伺い、話をしてきたので参考までにまと

めた。  
･ 現状は、（１）④にあるように、一部の役員や関係者、民生委

員に見守りをさせるのではなくて、希望者の向こう三軒両隣

の人たちがそれとなく見守る。何かあった場合には自治会長、

民生委員に伝えるという形にしている。これによって、まち

の雰囲気が心が通じているようなものに変わってきた。  
･ 経緯については、総会の同意を得ながら、専門委員会を防災

対策推進専門委員会、高齢者サポート専門委員会を立ち上げ

てやっている。  
･ アンケートも８３０人に対して、９２％の回収率であり、見

守りに協力してもよいという人が２６０件あった。  
･ 背景としては、今まではイベントだけをやってきたようであ

ったが、イベントの中でお互いの交流が出来てきたことで、

助け合いの基盤が育っていたということである。  
･ 皆の関心が高かったこと、自治会を中心にして、地区社協や

民生委員、ボランティアの人たちにこういう委員会に入って

いただき積極的に協力を仰いだ。  
･ サークルも３５あるが８７５名が参加している。  
･ 地域まちづくり協議会の話があって、こういうことができる

体制となったということも１つのメリットである。  
 
 
 

Ⅵ．今後の予定および次回日程  
･ 本日の議論を再整理して８月中に委員およびコミュニティ課長
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に渡して、コミュニティ課長にある程度あたりをつけてもらう。

それを再度委員で確認し、庁内でまわしてもらう。（庁内は市民

生活部長と法規）その結果を９月１５日に確認する。  
･ 特に４ページの「「地域まちづくり協議会」構想を今後どのよう

に進めていきますか？」というところはこのままにしておくの

で、各自いろいろと検討していただきたい。今月中に修正をし

て兼子課長にお渡しすることとする。  
 
次回日程  

平成２３年９月１５日（木）１４時から  
 

（１６：５５ 閉 会）  


